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初めに
2008 年世界金融危機以降，世界経済の低成長基調が長期化し，世界貿易の
伸び率が鈍化するなかで世界経済は保護主義の動きが強まっている。さらに，
2017 年以降米国発の保護主義と貿易摩擦の激化が世界経済を揺さぶっている。
とりわけ，米国の関税引き上げと相手国の報復関税によって，今後さらに世界
的に保護主義が広がる可能性があり，このような動きは貿易と投資のリンケー
ジを拡大しながら発展してきた東アジア諸国，そして貿易依存度が高い韓国に
とっても大きな打撃となる。
アジア太平洋地域で展開されている通商環境の変化と関連した動きの特徴の
一つが，環太平洋パートナーシップ協定（TPP）と東アジア地域包括的経済連
携（RCEP）の形成過程からもわかるように，米・中の覇権競争による「作用・
反作用のダイナミズム」が強く作動していることである。このような米・中の
パワーバランスの変化による覇権競争の深化や不透明さを増す地域情勢のなか
で，韓国としても様々な国際協力の枠組みへの参加と交渉を進めていくための
戦略的対応が求められている。また，韓国は保護主義と貿易摩擦への対応のた
めにも TPP11（CPTPP）や RCEPなどのメガ FTAについても新たな戦略的
対応に迫られている。
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本稿では以上のような問題意識に基づいて，まず，最近の新保護主義の動き
と特徴について考察する。次に，韓国における FTA政策及び FTA締結につ
いて俯瞰しながら，最近の通商環境の変化や新保護主義への対応策としての
FTAの動きについて考察する。最後に，現政権の対外政策の基調となってい
る新北方政策及び新南方政策と FTA政策との関連について分析し，今後の韓
国の通商政策のあり方と関連した政策的含意を模索する。
１．新保護主義と米中通商摩擦
（１）強まる新保護主義
本来の保護主義とは，国内幼稚産業の保護・育成のため，関税中心の輸
入規制を通じた国内産業の保護政策を意味する。このような保護貿易政策
の主な保護手段が輸入関税であった。しかし，最近の「新保護主義（New 
Protectionism）」は，関税中心の保護主義とは違って，先進国が国内産業保護
のため，数量規制，動植物検疫措置（SPS），貿易の技術的障壁（TBT）のよ
うな非関税措置が主な手段として使われており，これが新保護主義といわれる
理由である。
世界貿易機関（WTO）に通告された非関税措置に関するデータによると，
世界の非関税措置は 2000 年の 1,449 件から 2012 年には 3,086 件で２倍以上増
加しており，その後，持続的に増加し，2,800 ～ 3,000 件を記録している。類
型別には，貿易の技術的障壁（TBT）が全体の 57.1％を占めており，その次
が動植物検疫措置（SPS）の 28.5％である。また，アンチダンピング，セーフ
ガード，相殺関税など貿易救済措置の比重は2000年代の初めには30％台であっ
たが，その後減少し続け現在は 10％台まで減少している。このように保護手
段として非関税措置が増加している背景には，1990 年代後半からWTOの機
能低下と自由貿易協定 （FTA）の拡散などによって主として先進国を中心とし
て関税の引き下げ・撤廃が進んでいる一方で，それに代わる国内産業保護の手
段として非関税政策の導入が拡大したことがある。
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表１　時期別保護貿易政策の特徴
時期 貿易政策の基調 主要措置 背景
1960年代 自由貿易 ・多国間自由貿易の安
定化
・戦後自由貿易の必要
性認識の拡大
1970 ～
1980年代
新保護貿易 ・関税障壁の低下と非
関税障壁の増加
・米国の相互主義の強
化（super301条成立）
・石油危機、資源民族
主義による保護主義
の強化
1990年代 自由貿易 ・WTO誕生
・関税引き下げ
・冷戦体制の崩壊
・ウルグアイラウンド
・IT革命による成長
2000年代 新保護主義の
再登場
・関税及び非関税障壁
の強化
・世界金融危機
2010年代 新保護主義の
再深化
・安全保障、環境など
WTO規定以上の幅
広い措置による貿易
規制
・恣意的・管理的保護
主義の強化
・国内産業の保護、雇
用確保など
・FTAなどによる関税
引き下げ加速化
出所：各種資料から作成
2010 年代に入ってから拡大している新保護主義の特徴は次の３点に要約で
きる。第１番目は，最近の新保護主義は米国を中心とする先進国が主導してお
り，新興国がこの流れに従うような流れになっていることである。石油危機に
よる世界経済の低迷によって 1970 年代後半から始まって 1980 年代まで続いた
新保護主義の場合，米国を中心とした先進国による新興国をけん制するための
手段として使われた。しかし，2008 年世界金融危機以降の新保護主義は世界
経済の低迷を反映して先進国と新興国が自国の経済状況に合わせた非関税措置
を活用している。第２番目は，関税よりは非関税措置が主な保護貿易の手段と
して使われており，その手段が多様化し，対象範囲も拡大していることである。
すなわち，貿易救済，動植物検疫措置（SPS），貿易の技術的障壁（TBT）な
どのような技術的措置だけではなく，投資措置，政府調達，原産地規定，環境
などその類型が多様化している。第３番目は，保護措置の対象範囲が拡大して
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いることである。1970 ～ 80 年代の場合，国境間貿易に直接影響を与える貿易
政策（border measure）を中心に行われたが，最近の新保護主義は政府調達，
原産地規定，自国産製品の優先購買政策など国内政策と関連している分野まで
非関税措置の対象範囲が拡大している。すなわち，最近の保護措置は国境措置
中心から国境内措置 (behind-the-border measure)に移っているのが特徴とい
える。
非関税措置の場合，国によってその適用方法が異なるが，様々な障害が存在
し，保護体系も複雑であり，非明示的な障壁も多い。また，非関税措置の中に
は多角的な枠組のなかでその利用が認められているものや正当化されているも
のも含まれるが，恣意的に運用されれば偽装した貿易保護手段になりうること
がある。また，非関税措置は国内産業保護手段として社会的厚生に重大な損失
をもたらしえるにもかかわらず，非関税措置に関する国際的な規範が確立され
ていないこと，また，価格上昇への影響やその他の保護的効果についても不明
確な点が多い。
また，非関税措置は関税以上に大きな世界の貿易体制や貿易に対して大きな
影響を与える。しかし，関税は基本的に関税率という形で障壁のレベルが把握
できるため，引き下げ交渉が比較的容易であり，最近は FTAなどを通じて関
税の撤廃・引き下げ交渉が進んできた。それに比べ，非関税措置は国内産業の
保護手段として大きな影響を与えるにもかかわらず，その不透明性などのため
にそれらを規制し監視することが難しかったことなどからその保護的効果につ
いての研究も少なかったと言える。
以上のような新保護主義の強化と 2017 年以降の２大経済大国である米中の
貿易摩擦の深化は貿易依存度が高い韓国にとって大きな打撃となっている。実
際，米中貿易摩擦によって多国籍企業のグローバル・サプライチェーンに影響
が出始めている。また，米中のような経済大国の高関税による輸入規制は世界
の需要減少による国際価格を低下させることになり，当該製品の国際価格が下
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がれば，多くの国が影響を受けることになる 1。とりわけ，韓国の場合，2000 年
代に入ってから対中貿易依存度が急速に高まり，総輸出のうち上位１，２位で
ある中国と米国が占める割合が 37％を占めている。
韓国政府はこのような貿易環境の変化に対応するため，通商・貿易政策の課
題として「保護主義への対応と戦略的経済協力の強化」を掲げ，新市場開拓と
輸出市場の多様化を通じた輸出拡大政策の柱として FTA政策を位置付けてい
る。
表２　韓国の輸出上位 10 ヵ国における輸出比重の推移（単位：％）
　 　 1970 1980 1990 2000 2010 2017
１ 中国 0.9 0.1 0.9 10.7 25.1 24.8 
２ 米国 47.3 26.4 29.8 21.8 10.7 12.0 
３ ベトナム 1.5 - 0.2 1.0 2.1 8.3 
４ 香港 3.3 4.7 5.8 6.2 5.4 6.8 
５ 日本 28.1 17.4 19.4 11.9 6.0 4.7 
６ 豪州 0.4 1.3 1.5 1.5 1.4 3.5 
７ インド 0.1 1.0 0.7 0.8 2.5 2.6 
８ 台湾 - 1.2 1.9 4.7 3.2 2.6 
９ シンガポール 1.3 1.5 2.8 3.3 3.3 2.0 
10 メキシコ 0.1 0.3 0.9 1.4 1.9 1.9
出所：韓国国際貿易研究院（2018），p.3 を基に筆者作成。
２．韓国の FTA 推進現況
（１）FTA 締結の推移
1990 年代半ば以降グローバリズムとリージョナリズム（regionalism）が同
時並行的に進行しているなかで，韓国は 2000 年代に入ってから FTAを通商
政策の重要な手段の一つと位置づけ，活発に FTA交渉を進めてきた。2000 年
までには FTA締結が全無であって出遅れ感すらあった韓国は，2003 年８月に
1　最適関税理論（optimum tariff）：大国の場合，その利益を最大にする正の関税が存在し，
それを最適関税と呼ぶ。
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作成した「FTA 推進ロードマップ」に基づいて FTA積極策を明確にし，こ
れまでのWTO中心の通商政策から二国間 FTA交渉を進める方向へと転換し
た 2。このロードマップでは短期的，つまり優先的に推進する FTA交渉対象国・
地域として日本，シンガポール，ASEAN等の東アジア諸国が，中長期的に推
進する FTA交渉対象国・地域としては米国，中国，EU等が挙げられていた。
しかし実際には，「同時多発的」な FTA交渉の推進を標榜し，世界の主要経済国・
地域との FTA交渉に乗り出した。
そして，2013 年２月に発足した朴槿恵政権の場合，FTA政策を積極的に推
進することで新たな FTA交渉及び発効が相次いだ。最大の貿易相手国である
中国との FTAを発効（2015 年 12 月）させたのも同政権である。朴政権は数
度にわたり FTA政策を公表しているが，その骨子はほぼ一貫している。2015
年４月に発表した「新 FTA推進戦略」では，① TPP，RCEPなどメガ FTA
への積極的な対応，②締結済みの FTAの改善交渉，③新興有望国市場を狙っ
た新規 FTAの推進の３点を基本政策として掲げていた 3。特に，既に構築され
た FTAネットワークを基盤に，韓国が，米国を中心とする環太平洋統合市場
と中国を中心とする東アジア統合市場を連携する中核（linchpin）の役割を果
たすことを目指した。
このような積極的な FTA政策により韓国は世界の主要国・地域と一気に
FTAを締結し，今では世界を代表する FTA先進国の１つとなっている。2018
年 10 月現在，韓国は米国，EU，中国，インド，ASEAN，チリ，シンガポール，
欧州自由貿易連合（EFTA）等 52 ヵ国・地域と 15 件の FTAを発効させている。
韓国の FTA発効国との貿易比重は年々増加しており，2014 年に 40.2％であっ
た比重は 2015 年に発効した韓・中 FTAによって 2016 年には 67.8％まで急速
に高まった。現在，韓国との FTA締結国の世界 GDPに占める割合が 77％で
2　ロードマップは2004年５月に補完されたが，補完前には中長期的な推進対象国であったカ
ナダとインドが，短期的なFTA交渉推進対象国に変更されている。
3　百本（2016），p.45。
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あるが，韓国はこれを 2020 年までには 90％水準まで高める計画である 4。
図１　韓国の FTA 発効国との交易比重 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出所：韓国国際貿易研究院（2017），p.4 を基に筆者作成。
一方，これまでの韓国の FTA締結の特徴としては，二国間 FTAを中心に
進めてきており，メガ FTAに関しては必ずしも積極的ではなかったことであ
る。それを象徴しているのが，2016 年２月に署名された TPP交渉に韓国が
参加していなかったことである。韓国は TPPに関心を示しながらも，最大貿
易相手国である中国との FTA交渉を優先させた。韓国としては，米国を含む
TPP交渉参加の 12 ヵ国のうち，日本とメキシコを除く 10 ヵ国とすでに FTA
交渉が妥結・発効されているため，TPP交渉に参加した場合のメリットが低
かったといえる 5。現在，TPPは米国の脱退で 11 ヵ国による包括的・漸進的
環太平洋パートーナシップ協定（CPTPP；Comprehensive and Progressive 
Agreement for Trans-Paciﬁc Partnership）として生まれ変わり，日本主導に
4　本稿における韓国政府または産業通商資源部の立場に関する記述は，公式の報道資料を参
考している。参考した報道資料は，韓国産業通商資源部ホームページ及びFTA政策専門ホー
ムページ（FTA強国，KOREA）を参照。
5　しかし，日韓の間では二国間，多国間を問わず，いかなるFTAも締結されておらず，隣り
合う先進国間でFTA が不在という稀有な状況となっている。
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よる来年の発効が予想されている。CPTPPは，米国の脱退で経済的重要性は
低下したものの，依然として包括的でハイレベルの 21 世紀型貿易ルールを含
むメガ FTAであることには変わりなく，しかも台湾，タイなどが今後の参加
意思を表明するなど次第に加盟国が増える見込みである。韓国政府は米国の再
参加時期や RCEPなどの動きを考慮しながら，CPTPPへの参加必要性などを
検討し，結果を出すとしている。
（２）合意した FTA：韓・中米 FTA 
韓国にとって最も新しい FTA協定は 16 件目になる韓・中米 FTAである。
2015 年９月から交渉が始まり，2017 年３月に中米統合機構（SIECA）の６ヵ
国 6のうちグアテマラを除く５ヵ国による仮署名を経て，2018 年２月 21 日に正
式に署名された。現在，発効に向けて国内手続きなどが進められている。韓国
としては，現政府の通商政策の目標の一つである輸出市場の多様化の必要性か
ら同 FTAの締結に積極的であった。交渉の当初から参加していたにもかかわ
らず，国内産業界の反発により SIECA側で唯一合意に至らなかったグアテマ
ラは，その後韓国と２国間での追加交渉を進めてきたが，協議が難航し仮署名
をすることができなかった。韓国産業通商資源部は，グアテマラ政府が今後も
国民への説明と理解の要請を続け，韓・中米 FTAの発効後に加盟手続きを経
て参加する意思があることを伝えてきたとしている。
韓国と中米の交易を見ると，韓国が工業製品を輸出し，原資材及び農産物
を中米から輸入している。同 FTAが発効されると，中米５ヵ国は全体品目数
の 95％以上に対して即時または段階的に関税を撤廃する。韓国の主力輸出品
目である自動車，合成樹脂などを含む化粧品，医薬品，アロエ飲料，繊維，自
動車部品等，韓国の中小企業が得意とする品目が多く開放されるため，これま
で FTAの恩恵を受けられなかった国内中小企業の輸出増加が期待されている。
一方，コメ，トウガラシ，ニンニク等の韓国にとって敏感な農産物は除外対象
6　加盟国はコスタリカ，エルサルバドル，ホンジュラス，ニカラグア共和国，パナマ，グア
テマラの６ヵ国。
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になり，牛肉（19 年），豚肉（10 ～ 16 年），冷凍エビ（関税割当）等の一部品
目は関税を長期的に撤廃していくことで，国内の関連産業への被害を最小限に
抑えた。
また，韓国はアジア諸国のなかで初めて SIECAと FTAを締結した国とな
るため，日本や中国に比べ，韓国企業による中米市場での競争優位が期待でき
る。中国や台湾と SIECA加盟国による二国間または多国間 FTAは締結され
たことはあるが，それ以外では SIECAとアジア諸国の間での FTA締結が無
いので，韓国としては市場アクセスなど競争力確保の点で有利になる 7。特に，
SIECA地域には乗用車の生産拠点がないため，自動車及び自動車部品の輸出
増大が期待されている。さらに，SIECAの地理的な位置が北米市場を攻略す
るための生産基地，南米市場に進出するための拠点，欧州やアフリカへの航路
の出発点等において最適な機能を確保することができ，中米から世界各国への
展開が可能であることも韓・中米 FTA締結の意義の１つである 8。
（３）交渉中の FTA
韓国が現在交渉中の FTAは，二国間 FTAである韓・イスラエル FTA，そ
して多国間 FTAである RCEP，日中韓 FTA，韓・MERCOSURFTA等がある。
まず，韓・イスラエル FTAは 2016 年６月に交渉を開始し，2018 年３月まで
に６回の協議が行なわれた。イスラエルの場合，韓国の交易に占める比重は１％
以下に過ぎないが，イスラエルからの主な輸入品目が半導体製造装備，航空機
部品，無線通信機器部品等の先端分野の製品が多く，またイスラエルは第４次
産業革命に関連する研究開発も進んでいる。このため韓国としては，FTAを
通じて交易・投資分野だけでなく，ベンチャー企業，先端産業，産学協力等の
ようにイスラエルが得意とする多様な分野での協力の拡大を期待している。
7　中国・コスタリカFTA（2011年発効），台湾・パナマFTA（2004年発効），台湾・エルサ
ルバドル・ホンジュラスFTA（2008年発効），台湾・ニカラグアFTA（2008年発効）等。
8　KOTRA（2017） ，p.25。
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南米最大の経済圏である南米南部共同市場（MERCOSUR 9 ）とは 2018 年
５月から FTA交渉が始まった。MERCOSURは中南米地域外の主要国家との
貿易自由化には消極的であって､ 2000 年から交渉中の EUとの FTA交渉以外
に交渉事例がない。韓国としては新市場開拓や輸出先多様化政策の実現のため
にも潜在力の高いMERCOSURとの FTAが持つ重要性は大きいと思われる。
とりわけ，トランプ政権の誕生以降，世界的に保護主義と貿易摩擦が拡大しつ
つあるなかで，韓・MERCOSURFTAは韓・中米 FTAとともに米州全域をつ
なぐ包括的な FTAネットワークの構築や戦略的な橋頭堡を確保できるという
点でも韓国にとって重要な FTAの一つである。
次に，東アジア地域の核心国である日中韓の３ヵ国が同時に交渉に参加し
ている日中韓 FTA及び RCEPについては，３ヵ国がその必要性に対する共通
認識を持っているが，市場アクセスと様々なルールを巡って各国間の隔たり
が埋まらず，交渉に進展がみられていない。しかし，2018 年５月の日中韓首
脳会談に合わせて開催された日中韓ビジネス・サミットにおいても，３ヵ国
首脳が日中韓 FTA交渉の加速化に向け連携することで一致しており，今後の
進展が期待できる雰囲気が生まれている 10。また，RCEPに関してはこれまで
TPPと進捗状況を競いながら交渉を進めてきたことを考慮すると，今年３月
の CPTPP署名の影響によって近いうちに RCEP交渉も進展が見られるであ
ろう。実際に，2018 年最後の RCEP首脳会議が 11 月 14 日にシンガポールで
開かれたが，交渉が最終段階に突入したとしており，2019 年内の妥結を決議
したという共同宣言が採択された。
（４）韓・米 FTA の改定交渉
韓 ･ 米 FTAは 2012 年３月に発効され，今年で６年目を迎えた。韓・米
9　FTAの交渉にはMERCOSUR側からはベネズエラを除く４ヵ国（アルゼンチン，ブラジル，
パラグアイ，ウルグアイ）が参加している。
10　首相官邸ホームページ「日中韓ビジネスサミット 安倍総理スピーチ（2018.5.9）」
　（https://www.kantei.go.jp/jp/98_abe/statement/2018/0509jck_business.html），2018年12月
６日アクセス。
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FTAが発効された以降，米国の対韓貿易赤字が増加したとして，トランプ政
権による FTA再交渉の圧力が高まった。米国の対韓貿易赤字は FTA発効前
の 2011 年には 116 億ドルであったが，2015 年には 258 億ドルと過去最高を記
録した。その後貿易赤字規模は２年連続で減少してはいるが，2017 年の対韓
貿易赤字は179億ドルと未だに FTA発効前を上回る水準である 11。トランプ大
統領は，2016 年の選挙期間中には韓 ･米 FTAについて「（米国の）雇用を失
わせる取引（job killing deal）」であると批判していたが，当選し政権が発足
した 2017 年からはさらに語気を強め，FTAの「再交渉（renegotiate）」や「終
了（termination）」という単語を使用し，韓国に対して具体的な対応を迫っ
た 12。
しかし，確かに韓国の対米輸出は 2011 年の 562 億ドルから 2017 年には 686
億ドルに増えたが，米国の対韓輸出もまた 2011 年の 446 億ドルから 2017 年に
は 507 億ドルに増え，両国間の交易額自体が増加している状況である。さらに，
韓国の対米輸入が増加した品目も自動車，精密化学，一般機械，農畜産物等の
関税撤廃による効果が大きいものであったため，改定交渉に入る前に２回行な
われた韓 ･米 FTA共同委員会特別会議では，FTAによる経済的な効果は韓米
両国に波及しているという分析結果に基づいて一方的な改善要求を受け入れる
のではなく，韓・米 FTAの相互互恵性をより強化するために改定していくと
いう認識を共有したとしている。
韓・米 FTA改定交渉は，2018 年１～３月にわたって３回行なわれた。公式
的な３回の改定交渉以外に，2018 年３月中には６回の韓・米通商長官会談（電
話会談含む），４回の韓・米 FTA首席代表間協議，そして分野別技術協議が
随時開かれ，FTA改善について議論された。改定交渉前には，前述のような
11　韓国貿易協会の統計によると，韓国の対米輸出依存度は，2011年の10.1％（対米輸出562
億ドル，総輸出5,552億ドル）から2017年には12.0％（対米輸出686億ドル，総輸出5,737億
ドル）へ約２％増加した。
12　産業研究院（2017），p.3。
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トランプ大統領の強気の発言もあり，協定の存続自体が危ぶまれるなど交渉が
難航すると予想されていた。しかし，議論を通じて交渉の範囲が核心的な分野
を中心にまとまり，主な争点に対する合意または折衷案を模索した結果，当初
の予想に反して早期合意に至った。米国にとって最大の争点であった自動車分
野では，貨物自動車（ピックアップトラックなど）の関税撤廃期間の延長，自
動車の安全・環境基準 13 において一部柔軟性を拡大した。また，新薬の薬価制
度や原産地検証について制度の改善・補完で合意した。韓国の関心事項につい
ては，投資家・国家間の紛争解決制度（ISDS）の改善，貿易救済措置の手続
きの透明性の確保，繊維に関連する一部原料品目の原産地基準改定を行った。
これらの分野においては韓国側が，農畜産品市場の追加開放など核心的で敏感
な分野においての韓国の立場を貫いたと評価している。
また，交渉期間中（2018.3.9）に米国が発表したカナダとメキシコを除く全
ての国からの鉄鋼及びアルミニウムの輸入品に対する追加関税（鉄鋼 25％，
アルミニウム 10％）措置に対しては，韓国側の要請ですぐに第３回韓・米
FTA改定交渉（2018.3.15 ～ 16）と韓・米通商長官会談（2018.3.15）が開催さ
れた。これにより，第 232 条による鉄鋼への追加関税賦課の対象国から韓国を
外す代わりに，韓国産の鉄鋼材の対米輸出に対しては，2015 ～ 2017 年の平均
輸出量である 383 万トンの 70％（288 万トン）にあたるクォーターを設定する
ことで合意された。
（５）改善交渉中の FTA
韓国は，最初に締結した韓・チリ FTAをはじめ，韓・中 FTA，韓・イン
ド CEPA，韓・ASEAN　FTAについて改善交渉を進めている。発効中 FTA
の改善交渉の背景には，①低い自由化レベルと FTA活用率の低迷（ASEAN，
インド，中国との FTA），②相手国の FTA締結の拡大などによる市場の競争
環境の変化（インド，チリ）等がある。
13　米国の安全基準を満たした自動車をそのまま韓国で販売できるようにし，韓国での販売台
数の上限を現行の２倍に拡大した。
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まず，韓・チリ FTAの場合，発効（2004.4.1）から 14 年が経過するなかで，
チリが韓国の競争国である中国（2006 年），日本（2007 年）と FTAを締結す
るなど韓国にとって現地市場競争環境が変わってきた。このため，以前より
韓・チリ FTAのサービス・投資・原産地規定等についてのアップグレードの
必要性が提議されていた。そして発効から 15 年目を迎えたことを節目として，
2018 年 11 月末にソウルで第１次韓・チリ FTA改善交渉が行なわれた。韓国
側は交渉を通じて，冷蔵庫・洗濯機等の韓国家電製品の現地市場アクセスを改
善し，チリにおける韓流コンテンツ市場の成長に伴う知識財産権の保護や文化
協力の強化に関する内容を新たに追加していくとしている。また，チリとの協
議により労働，環境，反腐敗，性の平等等の最新の FTA通商規範を協定に追
加し，韓・チリ FTAの貿易規範のレベルを引き上げることを計画している。
一方，チリ側の関心項目である農産物に対しては，両国の利益バランスを崩さ
ないように慎重に交渉していくとしている。
次に，2017 年に発効 10 年目を迎えた韓・ASEANFTAに関しては，2013 年
から商品協定についての追加自由化について交渉が行なわれている。改善交渉
では，貿易の円滑化のための通関手続き及び原産地に関する制度の改善方案な
どが議論されてきた。韓・ASEANFTAは韓・EUFTAや韓・米 FTAに比べ
自由化レベルが低く，協定内容が複雑であるため，企業による FTA活用率が
低かった。そのため，2014 年には原産地証明運営の改善を通じて企業が FTA
を更に活用しやすいようにするとともに，2016 年には貿易円滑化規定の導入，
関税引き下げ日程の具体化などを含む第３次商品協定議定書に合意し，自由化
レベルを高めた 14。
一方，最近では ASEANとの FTAとは別に，ASEAN各国との二国間
FTA/CEPA推進の動きも見られる。その目的としては，多者交渉では反映さ
せることが難しい両国間での関心事項を扱うことや，両国間の交易・投資関係
14　国際貿易研究院（2017），pp.4 ～ 5。
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をさらに深化・発展させること等が挙げられる。このため，韓国政府は 2014
年以降中断されている韓・インドネシア CEPA交渉の再開や，韓・マレーシ
ア FTAの必要性に関する研究を開始する等，FTAを通じて二国間経済協力に
弾みをつけたいとしている。
また，2010 年１月に発効された韓・インド CEPA（包括的経済パートナー
シップ）に関する改善交渉は，2016 年 10 月から 2018 年５月までに５回行な
われた。これらの交渉で，自由化品目数及び自由化水準の改善や原産地基準の
改善，サービス自由化水準の引き上げ等についての議論が行われ，第５回交渉
ではまず先に合意が可能なものから早期妥結していく方針が確認された。その
背景には，日・インド EPAの発効（2010 年８月），中国製品との競争の激化
等インド市場における競争環境の変化がある。特に，現政権は後述するように
ASEAN+インドを対象国として経済協力関係を深化させていくことを主な内
容とする「新南方政策」を打ち出しており，同 FTA改善交渉もその一環とし
て位置づけられている。
2015 年 12 月に発効された韓・中 FTAは，物品貿易，サービス・投資など
幅広い分野を取り扱っているが，他の FTAに比べ自由化レベルが低く，関税
撤廃速度も遅い。韓・中 FTAについては，サービス・投資分野に対する追加
交渉が今年に入って２回開催された。追加交渉では，今後の交渉にあたっての
基本原則と方向を議論し，互いの関心分野及び制度等に対する意見交換を行
なった。とりわけ韓国としては，いまだに多く存在する中国のインフォーマル
な規制，また省・市ごとに規制の執行に違いがあるなど中国における非関税障
壁とビジネス環境の改善を中心課題として取り上げ，改善を求めていく予定で
ある。
３．現政権の対外経済政策と FTA
現在，文在寅政府は外交政策のビジョンとして，朝鮮半島を中心とした平和
と経済協力の拡大を模索する「北東アジアプラス責任共同体構想」を掲げてい
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る。北東アジア地域の範囲には，ユーラシア地域，東南アジア，インド等が含
まれ，同構想は韓国とこれらの地域との経済的な共生・繁栄を図っていくため
の「新北方政策」及び「新南方政策」が中心になっており，両政策は現政権の
FTA推進計画とも密接に関わっている。
（１）新北方政策
韓国では東西冷戦の終焉など国際情勢の変化を背景に，1990 年代から北方
政策を進めてきた。1990年には盧泰愚大統領がソ連と国交を回復させ，金大中・
廬武鉉政権がロシアとの友好関係の強化に努めるなど，旧東側諸国のロシアと
の関係改善を中心とした経済・外交政策であった。その後，李明博政権では韓
国と北朝鮮，ロシアのガス管事業を始めとする資源外交を，また朴槿恵政権で
は物流網の展開を目指した複合物流網の構築（SRX構想），ユーラシア・イニ
シアチブ等のように対象国家を拡大させながら経済協力中心の政策へと政策基
調が変わってきた 15。そして，文政権ではロシア，モンゴル，カザフスタンを
中心とする北方国家との外交・経済の両面での協力強化を通じて韓国経済の成
長モメンタムを確保するとともに，朝鮮半島の平和構築を目的とする新北方政
策を国政課題として進めている。
新北方政策の主な内容は，韓国，北朝鮮，ロシアの３ヵ国間における物流
事業と鉄道・電力網などの協力基盤構築，ユーラシア経済連合（EAEU）との
FTA締結推進，中国の一帯一路構想との協力などである。これらの政策の最
終形態として，現政府は北朝鮮との経済協力を通じた統一市場を目標とする「朝
鮮半島新経済地図」構想を発表した。この構想が実現し，朝鮮半島の東海岸沿
いからロシアへ，西海岸沿いから中国へつながる陸路が開かれれば，南北韓の
共同繁栄が可能であるとしている。当面は電力（日本や中国を含む北東アジア・
スーパーグリッドの実現），ガス，鉄道等のインフラ分野における経済協力に
重点を置いているが，周辺国でありながら日本と同様に未だ FTAを締結して
15　しかし，これまでの北方政策は北朝鮮の核問題などにより実質的な成果は見られなかっ
た。イ・ヘジョン，イ・ヨンファ（2017），pp.1 ～ 2。
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いないロシアをはじめ，ユーラシア地域国家との FTA締結にも積極的であり，
大統領直属の「北方経済協力委員会」を設置し政策を推進している。
図２　北東アジアプラス責任共同体の政策構造
出所：イ・ジェヒョン（2018）などを参考に筆者作成。
（２）新南方政策
文政権の大統領選挙公約でもあった新南方政策は，韓・インドネシアビジネ
スフォーラム（2017.11）で正式に発表された政策であり，新北方政策ととも
に現政府の中心的な対外経済政策の軸になっている。新南方政策の対象地域は
ASEAN+1（インド）であり，主な内容は ASEANに人口 13 億の巨大市場で
あるインドを含めた同地域を韓国の主要輸出市場として育て，交易規模を拡大
させるとともに同地域との協力レベルを米国・中国・日本等周辺の強大国との
協力水準まで引き上げることである。今のところ ASEAN+1 地域では，韓国
の主な競争国である中国と日本の方が経済協力や交易規模が大きいが，同地域
は韓国にとっても中国に次ぐ２位の交易相手地域であり，韓国の総貿易黒字に
占める同地域の割合が 54.1％で中国を上回って最大を記録している 16。このよ
うに韓国と経済関係が深いにもかかわらず，今までは日本，中国など周辺の強
大国に比べて対外政策の対象国・地域として重視されなかったのが実情である。
16　中国に対する韓国の貿易黒字が442.6億ドル（2017年）であるのに対して，ASEAN+1地
域に対する貿易黒字は515.4億ドルである。カン・ミョング（2018），pp.66 ～ 70。
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つまり，民間主導の経済協力が先に進んで，政府レベルでの制度的協力関係の
構築が遅れていたといえる。
新南方政策では，すでに韓国にとって貿易・投資など経済協力面で重要な地
域である ASEANとの経済交流・協力関係を「韓・ASEAN未来共同体構想」
などを通じて更に強化し，ASEAN地域の位相を高めることに重点を置いてい
る。文政権は，今後 ASEAN諸国と 2020 年までに交易額を 2000 億ドル台に
拡大することを目標としている。この 2000 億ドルという規模は，現在の韓国
と中国間の交易規模と同様の水準であり，韓国政府の輸出市場の多様化に対す
る期待がうかがわれる。具体的には韓・ASEANFTAの改善，韓・ASEAN協
力基金の拡大などを通じた開発面で協力を拡大するとともに，自動車，鉄鋼，
資源・エネルギー，消費財・サービス等の分野で相互協力を強化する。また，
インドについては，インド政府が進めている「新東方政策（Act East Policy）」
とも連携しながら貿易・投資を拡大させていく計画である。韓・インド間の貿
易規模を現在の 100 億ドルから 2030 年までに 500 億ドルまで拡大させるとと
もに，また，造船，自動車，物流等の分野での協力を強化していく方針である。
（３）現政権の FTA 政策
韓国政府は強まる新保護主義と貿易摩擦の深化に対してより積極的に対応し
ていくため，今年度の通商・貿易政策の課題として「保護主義への対応と戦略
的経済協力の強化」を掲げ，その実践課題として①新南方政策の核心地域であ
る ASEAN及びインドとの共生協力パートナーシップの構築，②新北方政策
の実践及び第４次産業革命協力の拡大，③米国・中国と未来指向的な協力の拡
大，④貿易２兆ドル実現のための革新的輸出・投資政策の推進の４大課題を提
示した。
また，産業通商資源部は第 11 回通商交渉民間諮問委員会（2018.7.16）にお
いて，今後の FTA政策と関連した３つの基本方針を発表した。一つ目は，中
国との経済協力の強化である。現在発効中の韓・中 FTAの自由化レベルを上
げるとともに経済協力分野を拡大すること，現在交渉中のサービス・投資分野
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における改善交渉を今年中に大幅に進展させること等が挙げられている。また，
日中韓FTAについてもRCEPの交渉の場などを通じて進展を図るとしている。
中国との協力拡大に積極的に取り組む背景には，2016 年の高高度防衛ミサイ
ル（THAAD）配備問題によって悪化した韓・中関係の改善，新北方政策の前
提条件でもある北朝鮮との関係改善に対する中国の支援の必要性等がある。二
つ目は新北方・南方政策の核心地域である ASEAN及びインドとの FTA改善
交渉を促進させるとともに，ロシア及びユーラシアとの FTA締結を進めるこ
とである。また，ASEAN+1 が含まれる RCEPの実質的妥結を目標に交渉を
加速化させるとしている。三つ目は，新興国への果敢な進出による輸出市場の
多様化である。これらの方針は，2000 年代に入ってから急速に高まっている
対中貿易依存度を下げ，新市場開拓のための手段として新たな FTAネットワー
クを活用する計画であることを示唆している。とりわけ，韓国は中南米を新興
市場の主な対象地域としており，中心課題としてMERCOSURとの FTA交
渉や太平洋同盟（PA；The Paciﬁc Alliance）17 への準会員国として加盟するた
めの協議を進めていくこと等を挙げている。韓国は PA加盟国のうち，メキシ
コを除く３ヵ国全てと二国間 FTAを締結しているが，韓国政府としてはこれ
を利用していく戦略を取っていくことと見られる。例えば，韓・チリ FTA改
善交渉の狙いの一つとして，「改善交渉の過程において，韓国の PA準会員国
加入交渉でのチリの積極的な支持を得る」ことを挙げている。
以上のように今後韓国は，急変している通商環境への対応と新市場開拓の
ための手段として対外政策の基軸である新北方政策・新南方政策に基づいて
FTA交渉を積極的に進めていくことが予想される。すでに動き出している
FTA交渉についてもこの基本方針に従って交渉を加速化させていくと思われ
る。まず，韓・EAEUFTAは共同研究（2015 年 11 月～ 2016 年９月）が終了し，
その後政府間協議などを経て 2017 年９月に FTA協議のための共同ワーキン
17　ラテンアメリカの経済統合を目指す機構で，現在の加盟国はチリ，コロンビア，メキシコ，
ペルーの４ヵ国。韓国は日本と同様にオブザーバーとして参加している。
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ググループが設置された。EAEU域内国の工業化の遅れや経済統合の実現に
必要な制度基盤の整備が不備であること等から韓・EAEUFTAの早期妥結及
び最初から水準の高い FTAの締結は難しいと予想されているが，韓国側が新
北方政策の成果づくりとして韓・EAEUFTA締結に向けて積極的に交渉に臨
んでいくと思われる。現在，韓国は 2018 年内にロシアとサービス・投資 FTA
交渉を開始することを目標に国内手続きを進めている。韓・露サービス・投資
FTAを先に締結し，モノを含めた韓・EAEU　FTA交渉を加速化することが
狙いである。特に，韓国の対ロシア輸出の 30％以上を占める自動車及び自動
車部品の関税の引き下げは，ロシアにおける韓国製品の価格競争力の大幅な上
昇につながるなど大きな経済効果が見込まれる。
次に，第２章で考察した韓・ASEANFTA及び韓・インド CEPAの改善交
渉の推進も，ASEAN+1 との経済協力を強化するための新南方政策の一環とし
て進められている。特に，13 億もの人口を抱える経済大国であるインドへの
輸出拡大は，韓国にとって中国及び米国への輸出依存度を下げる最大の解決策
であると思われる。さらに，韓・ASEAN経済協力においては既存の交易拡大
中心の協力関係から経済・社会・文化など多次元での協力拡大と長期的な観点
での共同の繁栄（Partnership for Co-prosperity）を目標としている。
また，ASEAN+1 地域が含まれる RCEP交渉についても，韓国のスタンス
の変化が見られる。韓国政府は 2017 年上半期頃までは RCEPの重要性につい
て，「世界的に保護貿易の動きが続くなかで，アジア太平洋地域最大規模の自
由貿易協定」として，この地域の「交易・投資拡大と世界経済の回復」と「貿
易自由化を主導する」役割が高まっていると言及するにとどまっていた。しか
し，2018 年に入ってからは新南方政策と関連して「RCEPは政府の新南方政
策の核心的な拠点である ASEAN及びインドが参加している交渉」であり，「韓
国の交易・投資の多角化及びアジア太平洋地域の経済統合の側面において重要
な大規模自由貿易協定」であることを強調し始めた。最近では「RCEPの妥
結は ASEAN・インド等の有望市場に対する交易・貿易の多角化とアジア太平
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洋地域の主要諸国の経済統合を通じて保護貿易主義の拡散に効果的に対応する
ことのできる制度的な枠組みを拡充するという面において意義がある」と，再
び保護貿易主義への対応としての戦略的なメガ FTAである点を含めるように
なっている。
一方，米国の離脱後に 11 カ国によって署名された CPTPPに関しては，前
述の通り韓国は CPTPP加盟国 11 ヵ国のうち日本とメキシコを除く９ヵ国全
てと FTAを締結しているため，CPTPP未加入によるネガティブな影響は少
ないと考えられる。また，日本とは日中韓 FTA及び RCEP交渉を進めており，
メキシコとは貿易自由化の枠組みである太平洋同盟へ準加盟国として加盟する
ための交渉を開始（2018 年７月）しているので，CPTPP加入による経済的効
果はさほど期待できないと見られ，韓国政府は CPTPP加入可否については答
えを急がないスタンスを取っている。CPTPPは 2018 年 12 月 30 日に発効さ
れる予定であるが，韓国側は発効後に提示される追加加入国に対する条件を検
討してから，来年１月以降に交渉を進めていく方針である。
図３　韓国の FTA 戦略
４. まとめ
韓国の現政権は，通商政策の最大の課題として輸出市場拡大と米中貿易依存
度の引き下げを掲げており，FTA政策をその重要な柱として進めている。現
政府の FTA政策を見ると，新南方政策と新北方政策と連携しながら，①潜在
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的な輸出市場を開拓するための新たな FTA交渉と，②発効済み FTAのレベ
ルアップのための改善交渉，③通商環境の変化に対応するためのメガ FTA戦
略の強化という３つの方向で進めている。新市場開拓のための新たな FTA交
渉に関しては，日本や中国等の韓国にとっての競争国がまだ締結していない国・
地域との FTA締結を積極的に進めている。これは競争国よりも先に優位を確
保し，相手国市場における韓国のプレゼンスを高める戦略である。特に，中南
米地域との FTA交渉を積極的に行なうことは，新市場開拓という意味に加え，
米国発の保護貿易主義の拡散に対する戦略的対応の一環であるともいえる。さ
らに，米国，中国，EUなど主要な交易相手国・地域との FTA締結がひと段
落した現在，次の FTA交渉ターゲットとして，貿易相手国の上位には入って
いないが，多くのベンチャー企業を輩出し先端技術分野の協力にも期待ができ
るイスラエル，また北朝鮮と関係の深いロシア及びユーラシア地域等，韓国が
推進している新北方・南方政策と関連して重要な位置にある国・地域を対象と
して選定している。
発効した既存の FTAに関しては，現在の通商環境や相手国との経済関係，
現地市場における競争環境の変化等を考慮して協定の内容を改善する交渉を推
進している。韓・米 FTAの改定については交渉のポイントを絞って早期の合
意を引き出すことで韓・米 FTAの終了という最悪のシナリオを回避したこと
が評価できる。まずは現在の貿易戦争の前線から外れ，今後，米国への貿易依
存度を引き下げていくために貿易相手国の多角化を進めていく戦略的対応であ
ると言える。また，ASEAN，インド，中国等との FTAについては，相手国
市場における競争環境の変化などを考慮して基本的に商品協定における自由化
レベルの引上げとビジネス環境の改善が中心になっている。
今後，韓国としては，米中のパワーバランスの変化や米国の自国優先主義政
策などによって不透明さを増す地域情勢のなかで，経済面だけではなく安全保
障面におけるリスクをヘッジするという観点からでも様々な制度的枠組みへの
参加と交渉を進めていくための戦略的対応が求められている。海外市場依存
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度，特に米国と中国という２大強国への貿易依存度が高い韓国としては，メガ
FTAを含む様々な構想や枠組みの重要性について再認識し，RCEP，日中韓
FTA等交渉中の枠組みについては質の高い協定の早期実現に向けてリーダー
シップを発揮すべきである。特に，米国発の貿易摩擦や新保護主義が強まりつ
つある状況のなかで，CPTPP，RCEP，日中韓 FTAなどのメガ FTAは保護
主義の拡大を防ぐ良い手段にもなる。さらに，実現した枠組みにおいては更な
る協力強化のため，また既存の FTAネットワークを基盤として東アジアと太
平洋地域を連係する中核役割を果たしていくためには ASEAN及び日本との
関係強化を通じた戦略的連携も必要となろう。
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